
平成３０年５月２５日

第33回国立大学日本語教育研究協議会

於お茶の水女子大学

留学生受入れの現状と支援施策等

文部科学省 高等教育局 学生･留学生課

留学生交流室



内 容

１．外国人留学生の受入れの現状

２．留学生の受入れに関する支援施策

３．中央教育審議会大学分科会将来構想部会での議論
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外国人留学生数（高等教育機関・日本語教育機関）

うち高等教育機関（大学・短期大学・高等専門学校・専修学校（専門課程））

うち日本語教育機関

171,122

239,287

68,165

出身国・地域別

推移

（各年5月1日現在）

国・地域名 留学生数 (前年数) 対前年比 国・地域名 留学生数 (前年数) 対前年比

中 国 107,260  (98,483) 8,777 インドネシア 5,495  (   4,630) 865

ベトナム 61,671  (53,807) 7,864 ミャンマー 4,816  (   3,851) 965

ネパール 21,500  (19,471) 2,029 タイ 3,985  (   3,842) 143

韓 国 15,740  (15,457) 283 マレーシア 2,945  ( 2,734) 211

台 湾 8,947   ( 8,330) 617 その他 28,076  ( 24,706) 3,370

スリランカ 6,607   ( 3,976) 2,631 合 計 267,042  (239,287) 27,755

※ 「出入国管理及び難民認定法」の改正（平成21年7月15日公布）により、平成22年7月1日付けで在留資格「留学」「就学」が一本化されたことから、平成23年5月以降は
日本語教育機関に在籍する留学生も含めて計上している。

外国人留学生数の推移

（年度）

2017年5月1日現在

（出典）独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」

（人）
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外国人留学生数

高等教育機関在籍者数

うち大学院

うち学部・短期大学・高等専門学校

うち専修学校（専門課程）

うち準備教育課程

日本語教育機関

学校種別・外国人留学生数推移
（人）

（年度）

（各年5月1日現在）

※「出入国管理及び難民認定法」の改正（平成21年7月15日公布）により、平成22年7月1日付けで在留資格「留学」「就学」が一本化されたことから、平成23年5月以降は日本語教育機関に在籍する
留学生も含めて計上している。

（出典）独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」
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外国人留学生の受入れの現状 （在学段階別・専攻分野別）

人文科学, 

124305, 46.5%

社会科学, 67664, 

25.3%

理学, 3452, 1.3%

工学, 30804, 

11.5%

農学, 3739, 1.4%

保健, 4356, 1.6%

家政, 4787, 1.8%

教育, 3221, 1.2%
芸術, 8432, 3.2%

その他, 

16282, 

6.1%

※平成29年5月1日現在の、高等教育機関及び日本語教育機関における在籍者

【出典】（独）日本学生支援機構「平成29年度外国人留学生在籍状況調査」

在学段階別 専攻分野別



学士課程

％

修士課程
％

博士課程

25.5

18.4
16.0

14.013.3

9.8 8.7 8.6
7.3

6.0 6.0 5.6 5.2 5.1 5.0 4.8 4.7 3.9 3.8 2.9 2.4 2.4 2.4 2.3 2.0
0.8 0.2 0.2

4.3

0

5

10

15

20

25

30

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

イ
ギ
リ
ス

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ス
イ
ス

オ
ラ
ン
ダ

ベ
ル
ギ
ー

フ
ラ
ン
ス

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

デ
ン
マ
ー
ク

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

ラ
ト
ビ
ア

ハ
ン
ガ
リ
ー

カ
ナ
ダ

ド
イ
ツ

エ
ス
ト
ニ
ア

ア
メ
リ
カ

ポ
ル
ト
ガ
ル

日
本

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

ポ
ー
ラ
ン
ド

ス
ロ
ベ
ニ
ア

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ス
ペ
イ
ン

メ
キ
シ
コ

チ
リ

O
EC

D

平
均

OECD平均 4.3％

出典：OECD「Education at a Glance 2017」

各国の学生に占める留学生の割合

％

（２０１５年）

（２０１５年） （２０１５年）

学士課程において留学生が占める割合は、OECD平均は4.3％であるのに対して、日本は2.4％にとどまる。
修士課程については， OECD 平均は 11.5％であるのに対して，日本は6.8％。博士課程については， OECD 平均は 25.7％で
あるのに対して，日本は18.2％と，イギリスやアメリカ等と比較して少ない。
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Total : 267,042人(うち国費留学生9,166人) （2017年5月1日現在）

外国人留学生の受入れの現況

地域別・外国人留学生数

出典：独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」

1,533人 (0.6%)

2,230 人(0.8%)

756人 (0.3%)

3,182人 (1.2%)

1,426人 (0.5%)

8,669人 (3.2%)

うち国費留学生 168人(1.8％)

うち国費留学生608人(6.6％)うち国費留学生 112人(1.2％)

うち国費留学生 1,038人(11.3％)

うち国費留学生 682人(7.4％)

249,242人 (93.3%)
うち国費留学生 6,223人(67.9％)

うち国費留学生 335人(3.7％)

※無国籍（不明等）の4名を含む。



留学生受入れ促進プログラム 37.7億円（39.4億円）
「留学生30万人計画」の実現に向けて、予算執行調査における今後の改善点・検討の方向性を踏まえ、

文部科学省外国人留学生学習奨励費の採用方法等を見直す。 7,870人

留学生就職促進プログラム 3.6億円（ 3.6億円）

「外国人材の我が国企業への就職の拡大」に向け、各大学が地域の自治体や産業界と連携し、就職に必要な
スキルである「日本語能力」「日本での企業文化等キャリア教育」「中長期インターンシップ」を一体として学ぶ環
境を創設する取組を支援し、外国人留学生の我が国での定着を図るとともに、日本留学の魅力を高め、諸外国
から我が国への留学生増加を図る。

日本留学海外拠点連携推進事業（「留学コーディネーター配置事業」を拡充し、名称変更）
3.1億円（ 1.2億円）

「留学コーディネーター事業」を発展させ、活動地域を拡大するとともに、リクルーティング機能から帰国後の
フォローアップまで一貫した、オールジャパンの日本留学サポート体制を実現

4件（ミャンマー、ザンビア、インド、ブラジル） ⇒ 6件

外国人留学生奨学金制度 231億円（233億円）
・国費外国人留学生制度 187億円（11,276人）
・留学生受入れ促進プログラム 38億円（ 7,870人）【再掲】 等
※参考：海外留学支援制度（協定受入） 16億円（ 5,000人）

外国政府派遣留学生の予備教育等 1.1億円（ 1.1億円）
中国及びマレーシアの政府派遣留学生を受け入れるにあたり、現地へ教員を派遣し、日本語及び教科教育等

を支援。

平成30年度予算額：264億円（平成29年度予算額：263億円 ）

（独）日本学生支援機構運営費交付金（留学生事業） 61億円（63億円）

留学生宿舎の運営、留学生の就職支援、奨学金の支給等を実施。 ※留学生受入れ促進プログラムの金額を含む

１．日本留学への誘い

２．入試・入学・入国の
入り口の改善

３．大学等の
グローバル化の推進

４．受入れ環境づくり

５．卒業・修了後の
社会の受入れの
推進

留学生30万人計画

・スーパーグローバル大学創成支援事業 40億円
・大学の世界展開力強化事業 15億円

優秀な外国人留学生の戦略的な受入れ
（「留学生30万人計画」における文部科学省の主な取組）



ザンビア
（ルサカ）

インド
（ニューデリー）

ブラジル
（サンパウロ）

アフリカ
（サブサハラ）

南西アジア

東南アジア
（ＡＳＥＡＮ）南米

ロシア及びＣＩＳ諸国中東欧

中東

東アジア米国

ミャンマー
（ヤンゴン）

日本留学海外拠点連携推進事業
既存海外拠点に配置する留学コーディネーターによる日本留学推進

平成３０年度予算額：３１０百万円
（平成２９年度予算額：１２０百万円）

平成29年度行政事業レビュー公開プロセスにおいて「留学コーディネーター配置事業」の成果が評価されたことや、「外国人留学生の受入推進に関す

る有識者会議」提言を踏まえ、当該事業を発展させ、活動地域を拡大するとともに、帰国留学生を活用した日本留学促進キャンペーンの現地展開等を
新たに実施することにより、リクルーティング機能から帰国後のフォローアップまで一貫した、オールジャパンの日本留学サポート体制を実現する。ま
た、日本本部を新たに設置し、各拠点情報の一元化及び効率的な情報発信、国内留学生同窓会組織等との連携強化等を図る。

背景・経緯

2.00

1.42

1.0

2.0

H25 H26 H27 H28

配置国合計

留学生総数

各年度の留学生数増加率の推移（基準：Ｈ２５）

約2.0倍（3,381人→6,778人）

約1.4倍（168,145人→239,287人）

（倍）コーディネーター配置国・地域からの
留学生受入数は着実に増加

重点地域から優秀な留学生を呼び込
むための持続可能な海外拠点の充実
により、「留学生３０万人計画」を実現

これまでの成果

※重点地域：「世界の成長を取り込むための外国人留学生の受入れ戦略」により策定

配置国

コーディネーター配置国と重点地域

■ 海外拠点 ６拠点（既存４拠点＋新規２拠点）

現地及び日本の関係機関（政府機関、在外公館、教育機関、企業
等）と連携し、以下の取組を実施することで、渡日前から帰国後まで
一貫して日本留学をサポート

○留学に関する情報収集・発信（既存機能の更なる強化）

現地のニーズや日本留学情報等を収集し、留学フェアや学校訪問
等の開催、帰国留学生ネットワークやＳＮＳの活用等により、ター
ゲットとなる留学生候補者に応じて、きめ細かに情報を提供

○優秀な留学生獲得に向けたリクルーティング活動促進

より多くの大学が現地における入学許可を実現するためのサポート
機能充実、現地での基礎教科教育やアカデミック・ジャパニーズの
学修を推進

○帰国留学生ネットワーク形成支援及びフォローアップ活動

帰国留学生組織の形成・活動支援、留学生リクルーティング活動に
おける連携の更なる推進等、留学生帰国後のフォローアップを実施

■ 日本本部

各拠点情報の一元化及びポータルサイト（Study in JAPAN）やＳＮＳを

活用した効率的な情報発信や、国内留学生同窓会組織、国内大学
等との連携強化等を実施

事業概要（平成３０年度）



国費外国人留学生制度 留学生受入れ促進プログラム 海外留学支援制度（協定受入型）

趣旨
目的

諸外国の優秀な人材を我が国の高等教育機関で
受け入れ、世界の発展に資する人材を育成するこ
とにより、諸外国との関係を強化するとともに、我が
国の大学等のグローバル化、教育・研究力の水準
向上を図る。

我が国の高等教育機関の国際化に資するため、優
秀な外国人留学生を戦略的に確保する。また、大
学等に在籍し、学業、人物ともに優れ、かつ、経済
的理由により修学が困難である私費外国人留学生
の学習効果を一層高める。

諸外国の大学との留学生交流の拡充及び各国間の
相互理解と友好親善の増進を図るため、大学間交流
協定に基づき我が国へ留学する外国人留学生を支
援する。

対象者

【大学院レベル】
研究留学生：大学（学部）卒業以上の者
教員研修留学生：大学（学部）卒業以上程度の者
ヤング・リーダーズ・プログラム（YLP)：

大学（学部）卒業以上の者
【学部レベル】
学部留学生：高等学校卒業程度の者
日本語・日本文化研修留学生：

大学（学部）に在学中の者
高等専門学校留学生：高等学校卒業程度の者
専修学校留学生：高等学校卒業程度の者

【学部・大学院レベル】
大学の学部、短期大学、高等専門学校第３学年以
上又は専修学校専門課程に、それぞれ正規生して
在籍する者、大学又は短期大学が設置する専攻科
又は留学生別科に在籍する者、我が国の大学に入
学するための準備教育課程を設置する教育施設に
在籍する者
大学院に正規生として在籍する者又は大学の学部
卒業以上の学歴を有し、かつ、大学院レベルの研
究活動を行うため研究生として在籍する者
【日本語教育機関】
日本語教育機関に在籍する者

【諸外国の大学生等】
諸外国の大学等に在籍しながら、大学間交流協定等
に基づき我が国の大学へ留学（１年以内）する者

実施主体 文部科学省 独立行政法人日本学生支援機構 独立行政法人日本学生支援機構

募集
選考

① 募集対象国の在外日本国大使館等を通じて
募集する大使館推薦

② 我が国の受入れ大学が大学間交流協定等に
より募集する大学推薦

③ その他（YLPにおける海外の公的推薦機関から
の推薦等）

それぞれの方法により推薦された者を学識経験者
による委員会で選考の上、文部科学省が決定。

各大学等が申請した推薦者を実施委員会で審査し
、採用を決定。
日本留学試験を受験し、優秀な成績を修めた者を
予約採用者として決定し、予約採用者が日本国内
の大学等に入学した時、JASSO理事長が決定。

各大学が申請した受入れプログラムを選考し、
決定。これを受け、各大学が候補者を推薦。

支援内容

【国費外国人留学生給与（月額）】
博士課程145,000円、修士課程144,000円、
研究生143,000円、学部生117,000円
（地域により3,000円又は2,000円の加算制度有）
ほか、渡航費及び授業料

（平成30年度予算額：187億円、11,276人）

【奨学金（月額）】
学部・大学院レベル48,000円
日本語教育機関30,000円

（平成30年度予算額：38億円、7,870人）

【奨学金（月額）】
80,000円

（平成30年度予算額：16億円、5,000人）

留学生受入れのための奨学金制度



文部科学省

○留学ビザから就労ビザへの
切替手続きでの優遇措置

法務省

中小・中堅企業等

大学

外国人留学生
奨励

奨学金
(学習奨励費)

（特別プログラムの受講者）

経済団体
申請

配
慮

○インターンシッププログラムの構築
・企業での実務内容の確認（大学）
・プログラム中の定期報告（企業）

地方自治体

経済産業省

・インターンシップの提供
・留学生採用枠の拡大

就職
特別プログラム

・ビジネス日本語
・キャリア教育（日本企業論等）
→企業から講師を派遣

・就職活動方法
・1か月以上のインターンシップの組
み込み

受講

コンソーシアムを構築

開設

留学生就職促進プログラム

○課題： 留学生の日本国内での就職における課題として、企業において改善を図るべき点がある一方、大学等においても取り組
める内容がある。

【留学生が国内企業で採用されるために求められる能力】
・現状、大多数の国内企業内の公用語は日本語であるため、一定水準以上の日本語能力が必要
・日本企業における採用慣行や働き方（採用者の将来性や潜在能力を評価、ゼネラリストとしてあらゆる職務に対応できる能
力を求める）に関する理解

○対応： 上記を踏まえ、各大学が地域の自治体や産業界と連携し、就職に必要なスキルである「ビジネス日本語」「日本での企業
文化等キャリア教育」「中長期インターンシップ」を一体として学ぶ環境を創設する取組を支援し、外国人留学生の我が国での
定着を図るとともに、日本留学の魅力を高め、諸外国から我が国への留学生増加を図る。

事業概要

採択・
委託

日本学生支援機構

平成30年度予算額：362百万円（平成29年度から開始）

助言
厚生労働省

（ハローワーク）

・マッチングの場の提供
・大学、企業への助言

・海外でのジョブフェアの開催
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留学生就職促進プログラム選定大学及び参画機関
平成29年6月現在

受託機関
（申請大学）

参画機関

大学 地方公共団体 民間団体等

北海道大学 北海道科学大学 北海道 キャリアバンク（株）

東北大学
宮城学院女子大学、東北工業大学、東北
学院大学

宮城県、仙台市 仙台商工会議所、（一社）東北経済連合会、宮城県中小企業団体中央会、東北大学萩友会

山形大学 東北公益文科大学 山形県 山形県国際交流人材育成推進協議会

群馬大学

群馬県立女子大学、高崎経済大学、前橋
工科大学、共愛学園前橋国際大学、関東
学園大学、上武大学、高崎商科大学、高崎
健康福祉大学、群馬工業高等専門学校

群馬県、群馬県警察本部、前橋市、
高崎市、桐生市、太田市、川場村

群馬県観光物産国際協会、前橋市国際交流協会、高崎市国際交流協会、桐生市国際交流協会、群馬県商工
会議所連合会、群馬県商工会連合会、群馬県中小企業団体中央会、群馬県経営者協会、群馬県酒造組合、群
馬経済同友会、上毛新聞社、群馬テレビ(株)、(株)エフエム群馬、サンデンホールディングス(株)、(一財)サンデ
ン環境みらい財団、永井酒造(株)、(株)田園プラザ川場、増田煉瓦(株)、グリンリーフ(株)、鳥山畜産食品(株)、
(株)前田設備、(株)群馬銀行、群馬労働局

東洋大学 島根大学、金沢星稜大学 島根県、石川県、日立市
島根県経営者協会、いしかわ就職・定住総合サポートセンター、日立地区産業支援センター、日本国際化推進
協会

横浜国立大学 横浜市立大学 神奈川県、横浜市
（公財）神奈川産業振興センター、（一社）神奈川県商工会議所連合会、神奈川県商工会連合会、神奈川県中
小企業団体中央会、横浜商工会議所、（一社）横浜市工業会連合会、（公財）横浜企業経営支援財団、（株）浜
銀総合研究所、（公財）横浜市国際交流協会・国際学生会館

金沢大学 信州大学 石川県、長野県、福井県 北陸経済連合会、（一社）長野県経営者協会、（株）北陸銀行、（株）八十二銀行

静岡大学
常葉大学、静岡理工科大学、静岡英和学
院大学、沼津工業高等専門学校

静岡県、静岡市、浜松市

（公社）ふじのくに地域・大学コンソーシアム、（公社） 静岡県国際経済振興会（SIBA）、（公財）静岡県国際交流
協会、（一社）静岡県経営者協会、（公財）就職支援財団、（一財）静岡経済研究所、アジアブリッジ企業連絡会、
（株）アルバイトタイムス、（株）はまぞう、静岡県行政書士会、（一社）静岡県信用金庫協会、（公財）浜松国際交
流協会、静岡労働局

名古屋大学 名古屋工業大学、岐阜大学、名城大学 愛知県、岐阜県
愛知県経営者協会、（一社）岐阜県経営者協会、中部経済同友会、（一社）中部経済連合会、（独）日本貿易振
興機構（ジェトロ）名古屋貿易情報センター

関西大学 大阪大学、大阪市立大学、大阪府立大学 大阪府、吹田市

（公財）大阪府国際交流財団、（公財）吹田市国際交流協会、（公財）箕面市国際交流協会、（公社）関西経済連
合会<グローバル人材活用運営協議会>、大阪商工会議所、（一財）大阪労働協会、大阪外国人雇用サービスセ
ンター、大阪府行政書士会、（株）りそな銀行、（株）池田泉州銀行、三井不動産関西支社、パナソニック（株）、
（株）日立ハイテクノロジーズ、カワソーテクセル（株）、（株）i-plug、フォースバレー・コンシェルジュ（株）＜TOP 
CAREER＞、（特非）グローカル人材開発センター、（株）トモノカイ、（行）第一綜合事務所、（株）NPCコーポレー
ション、（独）都市再生機構西日本支社、（株）レオパレス21、ユニヴ・ライフ（株）、関西大学生活協同組合、（株）
ネクステージ、（特非）OUEN Japan、コミュニカ学院、（公財）日本漢字能力検定協会、（公財）関西生産性本部、
（独）日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部

愛媛大学 ― 愛媛県
愛媛県国際交流協会、愛媛県商工会議所連合会、愛媛県商工会連合会、愛媛県中小企業団体中央会、愛媛
経済同友会、愛媛県中小企業家同友会、（一社）えひめ若年人材育成推進機構、（特非）ワークライフ・コラボ

熊本大学 ― 熊本県 （一社）熊本県情報サービス産業協会、（一社）熊本県工業連合会、熊本県社会・システムＩＴコンソーシアム
11
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平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

卒業・修了者数（大学）

国内就職者数（大学）

（28.0%） （31.4%）
（35.2%） （36.0%）

外国人留学生の就職の現状（大学修了者の進路状況）

○大学（学部・院）を卒業・修了した外国人留学生の進路状況
平成２８年度に大学（学部・院）を卒業・修了した者（23,946人）のうち、国内に就職した者は8,610人（約36%）。

○外国人留学生の就職支援に関する政府の方向性
「日本再興戦略改訂2016」（平成28年6月2日）において、外国人留学生の日本国内での就職率を３割から5割へ
向上させることを閣議決定。

○日本における就職を希望する外国人留学生の状況
日本における就職を希望する外国人留学生は全体の約64％を占める。

・ 外国人留学生の就職者数は近年増加しているが、各年度に大学・大学院を卒業・修了した外国人留学生のうち、日本国内で就職
した外国人留学生の占める割合は４割弱になっている。

○大学（学部・院）段階における外国人留学生の卒業・修了及び国内就職の推移

（出典）「平成28年度外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」
(平成30年２月(独)日本学生支援機構)

（出典）「平成27年度私費外国人留学生生活実態調査」

(平成28年9月(独)日本学生支援機構)

人数
（単位：人）

（出典）「平成28年度外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」
(平成30年２月(独)日本学生支援機構)

（24.7%）
※各年度内に大学・大学院を

卒業・修了した外国人留学生の
進路状況

（年度）

（25.2%）
（27.1%） （27.2%）



外国人留学生の就職に関する課題

38.5%

33.8%

32.2%

29.0%

25.5%

24.8%

22.7%

19.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

①外国人留学生向けの求人が少ない

②日本の就職活動の仕組みが分からない

③日本語による適性試験や能力試験が難しい

④業界研究や企業研究の仕方が分からない

⑤日本語での面接対応が難しい

⑥企業がどのような人材を求めているのか不明

⑦入社後の仕事内容が不明確

⑧日本語による書類の書き方が分からない

38.9%

36.9%

17.7%

0.0% 20.0% 40.0%

①日本語能力が不十分

②日本企業における働き方の理解が不十分

③業界研究・企業研究が不十分

◆外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査結果 ◆平成27年度私費外国人留学生生活実態調査

外国人留学生や高度外国人材へのアンケート調査（複数回答可）によると、就職活動上の課題として、
①日本式の就職方法指導や日本語の修得のための支援、②企業による留学生採用枠の拡大や採用枠の明示
③留学生向けの就職情報の充実等が挙げられている。

◆外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査結果

出典：「外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査結果」
2015年3月新日本有限責任監査法人（経済産業省委託事業）

出典：「平成27年度私費外国人留学生生活実態調査」2016年9月（独）日本学生支援機構

出典：「外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査結果」
2015年3月新日本有限責任監査法人（経済産業省委託事業）

一方、企業から見て、外国人留学生が就職活動で改善してほしい点は以下の通り。

①外国人留学生向けの求人が少ない

②日本の就職活動の仕組みが分からない

③日本語による適性試験や能力試験が難しい

④業界研究や企業研究の仕方が分からない

⑤日本語での面接対応が難しい

⑥企業がどのような人材を求めているのか不明

⑦入社後の仕事内容が不明確

⑧日本語による書類の書き方が分からない

①日本語能力が不十分

②日本企業における働き方の理解が不十分

③業界研究・企業研究が不十分

54.1%

50.7%

36.8%

35.8%

30.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

①留学生用就職情報の充実

②在留資格の変更手続きの簡素化、期間

短縮

③企業主催の留学生用就職説明会の充実

④在留資格の変更の弾力化

⑤留学生用インターンシップの充実

①留学生用就職情報の充実

②在留資格の変更手続きの簡素化、期間短縮

③企業主催の留学生用就職説明会の充実

④在留資格の変更の弾力化

⑤留学生用インターンシップの充実


